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　Effective leadership in early years has been researched in many countries including international comparison and its importance 

is emphasized related to the quality of early childhood education and care (ECEC). This paper reviewed international and domestic 

ECEC leadership research and addressed significant issues for future discussion on ECEC leadership research. First, the transition 

of ECEC leadership models was overviewed. Then, empirical studies on the relation between ECEC leadership and the quality 

of ECEC were reviewed, including structural quality, process quality, and children’s outcome. Also, policy and system for ECEC 

leadership education, training, and qualification were introduced. Finally, the agendas for future ECEC leadership research were 

discussed referring to the newest trends in school leadership research. This paper proposes the need for research on dynamism and 

process of ECEC leadership.
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Ⅰ　問題

Ａ　なぜ保育におけるリーダーシップを今問うのか

乳幼児期の保育の質が，生涯にわたる人の発達に影

響を及ぼすことなどがあきらかにされてきたことで，

保育の質の保障・向上が重視されてきている（OECD, 
2012; Schoon, Nasim, Sehmi & Cook, 2015; 秋田・佐川
2012）１）２）３）。その質の向上の鍵となる要因の一つが
子どもたちに関わる保育者のかかわりや環境の質であ

ると言われている。特に保育においては，国際的に

みても，学校教育に比べて，保育者は常勤だけでな

く非常勤の比率が高く，また正規資格者だけではな

く補助者の人たちもいるなどの状況から，いろいろ

な人がチームになって子どもの保育にあたることが

重要であり，園（センター）としての有能さ（コン

ピテンス）を高めることの大切さが言われてきてい

る（European Commission / EACEA / Eurydice / Eurostat, 
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2014; Eurofund, 2015; OECD, 2013）４）５）６）。そしてその
ために，園のリーダーシップという考え方が重要と

なってきている。

　この点は，わが国の状況においても同様である。保

育が長時間化するほどに，シフト勤務などもあり，園

の職員がチームとなって保育にあたることが求められ

ている。そのために組織におけるリーダーシップが重

要となってきている。現行の保育所保育指針において

も，第７章職員の資質向上第２項において「施設長の

責務」が記載されている。さらにこの方向性は改定（改

訂）予定の保育所保育指針，認定こども園教育・保育

要領においても加筆される予定である（厚生労働省 , 
2016a; 内閣府 , 2016）７）８）。園のリーダーシップは，保
育者個々人の意欲や，知識，スキルなどに直接的に影

響を及ぼす。また同時に，職員の同僚性という組織の

人間関係に影響を与える。さらに間接的にそれらの影

響が，保育環境や保育のカリキュラムや計画の実施や

保育実践自体に影響を及ぼし，子どもの発達にも何ら

かの影響を与えることが想定される。

特に，2015年度からの子ども子育て支援制度の実
施によって，さらに大綱化が進んでいる。市区町村と

いう基礎自治体が中心となって，地域の実情に応じて

保育・幼児教育の質向上が図られるような政策や実施

体制が強められている。また，過疎化や待機児童の増

加という地域ニーズによって，認定こども園への移行

や小規模保育など保育施設の多様化が進んでいる。こ

れら新たな形での施設においては，それぞれの園の置

かれた状況に応じたリーダーシップを考えることが求

められていると言えよう。また現在，園では，保育者

が子どもたちへの保育・幼児教育を行うのみならず，

通園している子どもの保護者への支援，さらに地域の

子育て支援の機能なども園として果たすことが期待さ

れている。また，園の中の職員間の連携だけではな

く，貧困などの経済格差などによる福祉ニーズの増大

や特別な支援を必要とする子どもたちの増加に伴う療

育や支援ニーズから，ソーシャル・ワーカーやカウン

セラーをはじめ，地域の外部専門家との連携の必要性

も一層高まっている。

また，戦後のベビーブームや幼児教育の普及によっ

て施設設置が進んだ，私立幼稚園や民営保育所におい

ては，園長・施設長の世代交代が現在進んでいる。ま

た戦前からの宗教法人などの園においても，２代目，

３代目園長へと園長の交替時期になっている。若手園

長の育成・養成が私立，民営の保育所・幼稚園団体な

どでも求められてきている。また，高い保育士離職率

に歯止めをかけるためには，保育士という職業の専門

性発達やキャリア階梯と処遇改善の関係を考え，ミド

ルリーダーなどをはじめとする職位を公式に定式化

し，保育士のさらなる社会的地位向上への施策などを

打つことが必要である（厚生労働省，2016b）9）。その
ためにも，園長・施設長と言う組織トップの資質や資

格を論じるのみではなく，園組織全体の運営の中にお

いても，経験年数や職位，専門性に応じたリーダー

シップのあり方を考えていくことを，組織運営の現代

的課題として問う必要がある。

上記に述べたように，国際的に，またわが国の政治・

社会的状況において，さらには各園の置かれている職

場環境の現状という３層での状況からも，園のリー

ダーシップの研究は，保育の質向上と関連して問うべ

き喫緊の重要な研究課題の一つであると判断できる。

Ｂ　保育領域の固有性

しかしながら，子どもの発達，保育実践の内容や方

法，保育者の子どもへのかかわりや理解に関する研究

に比べると，保育におけるリーダーシップに関する研

究の数は必ずしも多くはない。園長や施設長個人の

資格や職務内容，そのためのリーダー研修のあり方

などはすでに研究がなされてきてはいるが研究数も

多くはない（例えば，西村他 , 2010; 伊藤 , 2011; 上田 , 
2004, 2015; 今井 , 2016）10）11）12）13）14）。また園組織全体を
俯瞰したリーダーシップと保育の質という視点にたっ

た実証研究は日本では極めて少ない（例えば，Cedep, 
2016）15）。
その背景には，保育における研究の理論や概念が，

学校教育における研究の進展にともなってその理論や

方法が保育領域に導入紹介され保育でも実施されると

いう研究体制が，国際的にみても研究の潮流として歴

史的に生じてきたことも影響している。これは保育者

養成を目的とする大学において，乳幼児期に特化した

実践者や研究者の養成がなされてきているために，学

校や園の経営研究の動向に関する専門的知識を有する

保育研究者の層が薄いことにも起因している。園の

リーダーシップ研究に関しても，ビジネス分野での組

織経営研究や学校教育における校長などの学校経営で

のリーダーシップ研究の概念や理論が保育分野に導入

され，園を対象とした固有の研究が生まれる形となっ

ているのが国際的な現状である。この意味では学校教

育におけるリーダーシップ研究において，現在どのよ

うな理論や概念がいかなる研究アプローチで実証的に

論じられてきているのかを射程に入れ，それらの動向
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をふまえつつ，批判的に問い直し，保育独自のリー

ダーシップ研究のあり方を問うことが，研究の発展に

おいて求められていると考えられる。

なぜなら，保育の研究は，組織経営一般や学校経営

の研究から特定の概念をそのまま導入することでは研

究ができない固有の文脈があるからである。その特徴

として，以下の４点を指摘することができる。第一

に，職務内容の相違である。保育においては，教育と

養護（ケア）を一体的に行うことを専門としている。

乳幼児では生命に直結する疾病や事故などの管理体制

も学校教育以上に常に求められ，また児童福祉の機能

が教育を実施する土台として家庭からまず求められて

いる場合も多い。それは，子どもへの教育・保育のみ

ならず，保護者支援，地域子育て支援などの機能をも

同時に果たすことが求められていることにもつながっ

ている。第二に，職員体制の相違である。地域による

が，全般に組織規模が学校に比べて園は小さい。さら

にその中で職員は女性比率が極めて高く，わが国では

私立で園長や施設長は男性比率が高いという職位によ

るジェンダー間の比率差が学校教育に比べて大きく，

そのことがもたらす職場風土の相違がある。またその

中には看護師や栄養士，調理師，事務職員など多様な

職種も含まれる。また第三に，職員の勤務体制である。

長時間のために勤務時間のシフトがあり，授業と授業

時間外などに区切られている学校の教諭とは業務時間

が大きく異なる。乳幼児の命を預かるため，目を離す

体制は取れず，職員全員が一斉に集まることが困難な

体制が職務の特徴としてある。また保育士にはわが国

では研修の権利は法的に認められておらず，勤務時間

中に専門性としての資質向上を園組織として図る研修

時間が保障されていない。また設定しようとしてもそ

の代替職員雇用の経費なども財源的に難しいという問

題がある。離職率が高く年度途中での職員交替なども

数多くある職場である。そして第四には，運営形態で

ある。幼稚園，保育所，認定こども園共に，わが国で

は公立よりも民営・私立の園組織の数が多い。そのた

めに，同じ地域であっても園間の関係が協働連携より

も園児獲得などでは競争的関係も生みやすい。そのた

め園単独で閉じられた組織になりやすい特質をもつ。

さらに園経営が世襲の場合も多いため，管理職の資質

や適性による配置ではなく，しかも教員から学校長な

どになるのとは異なり，保育経験はなく園経営を行う

というように，組織管理職の育成過程自体が異なって

いる。したがって，公立学校を中心に論じられる学校

教育のリーダーシップとは，おのずと組織の特性も異

なり，行政や地域社会と組織との間の関係においても

学校とは異なった関係が生じることになっている。こ

うした点が園間の保育の質の相違やリーダーシップの

あり方の多様性を生み出している。上記をふまえ，園

のリーダーシップの固有性を考え，質の向上と組織の

あり方を考える研究が求められる。

また上記の状況は日本に固有の部分も多い。国や社

会文化によって社会が求める保育の業務と組織のあり

方は異なっている。Hujalaら（2016）16）はフィンランド，
シンガポール，日本のリーダーが行う仕事やそこで重

視される点の違いを同一質問紙での比較研究から明ら

かにしている。学校教育以上に，保育では国によって

設置されている制度が異なっている。この意味でわが

国固有のリーダーシップ研究を行っていくことが必要

である。したがって，国際的な視点において養成や資

格，そこでの業務などのあり方を考慮するための基礎

的情報を整理しながら，日本の制度や状況をふまえた

研究が必要となるだろう。

上記の問題意識に立ち，今後わが国での保育のリー

ダーシップに関する実証研究を実施することを見通

し，本論文の目的は，国際的に保育に関わるリーダー

シップ研究においてどのような進展がみられるかを，

保育の質との関連を鑑みながら文献レビューを行うこ

とにある。そこで本論文の構成としては，上記に述べ

た問題関心から，１）保育固有のリーダーシップの理

論に関する研究動向，２）保育リーダーシップと保育

の質との関連に関する実証研究動向，３）現在におけ

る世界各国の園のリーダーの資格と養成という点から

レビューを行う。そしてまた４）保育のリーダーシッ

プ研究に影響を与えてきた，学校教育リーダーシップ

研究で現在提起されている研究課題を展望し，以上か

ら見えてくる５）今後の研究課題をまとめるものとす

る。

Ⅱ　保育におけるリーダーシップ理論の変遷

本節では，まず保育におけるリーダーシップ研究が

依拠している，リーダーシップ研究全般の変遷を概観

する。そして，保育におけるリーダーシップ研究でも

近年関心の高い「教育のリーダーシップ」と，その実

践のあり方としての「分散型リーダーシップ」につい

てこれまでの研究を整理する。保育におけるリーダー

シップ研究については，国際的なインパクトの大きい

Rodd，Moyles，Aubrey，Siraj-Blatchford（いずれも英国）
の研究や，国際的に多様な視点を提供しているHujala
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（フィンランド），Waniganayake（オーストラリア）な
どの研究を主に参照していく。合わせて，日本国内の

リーダーシップ研究も参照する。

Ａ　リーダーシップ理論の変遷

１　リーダーシップ研究のアプローチの変化

リーダーシップ研究のアプローチは，時代によって

大きく変化してきた。時代背景によって求められる

リーダー像が変化してきたことが，その一因として挙

げられる。そこで，まず，リーダーシップ研究全般に

おいてリーダーシップをどのように明らかにしようと

してきたのか，研究アプローチの変遷を概観した上

で，本稿のテーマである園におけるリーダーシップ論

について検討する。なお，以下のリーダーシップ研究

アプローチなどのまとめは，は主にRodd（2013）17）お
よび東（2005）18）にもとづく整理である。詳細は各領
域の先行研究を合わせて参照されたい。

　まず，古代ギリシャから1940年代頃まで主流であっ
たのは，「リーダーシップ特性論（trait theory）」と呼
ばれる理論である。これは，リーダーにふさわしい人

には共通の個人的特性があるという前提に立ち，優れ

たリーダーのもつ特性とはどのようなものかを明らか

にしようとするアプローチである。ただし，当時は人

の特性を測定する方法が十分に整っておらず，やが

て研究者の関心はリーダーの行動へと移っていった。

1940年代以降，アメリカを中心に広まったのが「リー
ダーシップ行動論（behavioural theory）」である。優
れたリーダーの行動を明らかにしようとするアプロー

チであり，リーダーシップ特性論と異なり，より良い

リーダーになりたいと思った時に，具体的にどのよう

なスキルを習得すれば良いかが示されるという利点

がある。一方で，そのスキルが必ずしもあらゆる状況

で適切であるとは限らない点が課題であった。そうし

た限界に直面し，1960年代から発展したのが，「リー
ダーシップ条件適合論（contingency theory）」であっ
た。状況がいかにリーダーシップに影響を与えるかを

明らかにすることを目的としており，特に，フォロ

ワーや課題，状況，文脈との関連でリーダーシップを

捉えようとする立場である。異なる状況では，異なる

リーダーシップのスタイルが適しているという前提に

立ち，学校教育や保育などの特定の文脈におけるリー

ダーシップについても論じられるようになってきた。

一方で，このアプローチは状況の個別性を重視したあ

まり，一般化や類似の状況への応用という点で弱かっ

た。また，状況とリーダーシップのスタイルの不一致

が生じた場合の対処方法を提示していなかったことが

限界として指摘された。

　以上のように，リーダーシップ研究は，古代ギリ

シャ時代から現代にいたるまでに，リーダーシップの

特性を明らかにしようとする立場「リーダーシップ特

性論」，優れたリーダーとしての行動を明らかにしよ

うとする立場「リーダーシップ行動論」，そしてあら

ゆる文脈や状況においてリーダーシップのスタイルを

明らかにしようとする立場「リーダーシップ条件適合

論」へと展開してきた。現在は「リーダーシップ条件

適合論」をふまえ，さらに，リーダーとフォロワーと

の関係をより丁寧に捉えようとする研究が発展してい

る。

２　リーダーとフォロワーの関係を捉える視点の変

化

前述の「リーダーシップ条件適合論」をはじめとし

て，リーダーシップを，フォロワーや課題，状況，文

脈との関連で捉えるべきであるという考えが普及し

た。そうした立場の中でも，リーダーとフォロワーの

関係の捉え方が変化してきている。

リーダーシップのスタイルは，リーダーとフォロ

ワーの関係にもとづき「交換型リーダーシップ理論」

と「変革型リーダーシップ理論」に区分されている。

「交換型リーダーシップ理論（transactional theory）と
は，リーダーは報酬を与えることで，フォロワーの目

標達成への動機を高め，ルーティンの業務が確実に遂

行されることを目的とするという考えである。ここで

はリーダーとフォロワーの役割が明確である。交換型

リーダーの要因として，例えばBass（1990）19）は，①
随伴的報酬（より良いパフォーマンスに対する報酬），

②例外に対する能動的管理（ルールや基準からの逸脱

の監視，行動の修正），③例外に対する受動的管理（基

準からの逸脱への介入），④自由放任（レッセ・フェー

ル：責任や決定からの回避）を挙げている。一方，「変

革型リーダーシップ理論（transformational theory）」と
は，価値やヴィジョンを共有することでリーダーが

人々をインスパイア（鼓舞）し，フォロワーの価値観

や行動を変化させるという考え方である。また，リー

ダーがフォロワーに影響を与えると同時に，人々から

も影響を受けると捉える（Diaz-Saenz, 2011）20）。Bass
（1990）21）では，変革型リーダーの要因として，①カリ
スマ，②インスピレーション（鼓舞），③知的な刺激，

④個別的な配慮を挙げている。

このように，リーダーとフォロワーの関係は「交換
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型」と「変革型」の２種類に区分されている。特に「変

革型リーダーシップ」研究が注目され，発展している。

変革を進めるために，リーダーがどのような内容につ

いて，どのような行動によりリーダーとしての役割を

果たすことが効果的かという観点から研究が蓄積され

てきている。

Ｂ 　効果的なリーダーの役割としての「教育のリー
ダーシップ」への着目

以上前項まではリーダーシップ研究のアプローチの

変遷と，中でも近年のリーダーとフォロワーの関係に

着目した理論について見てきた。それでは，リーダー

シップの具体的な内容として，リーダーの役割につい

てはどのようなことが明らかにされているだろうか。

１　リーダーの役割の整理―リーダーシップとマ

ネージメント

リーダーシップ研究では，しばしばリーダーシップ

とマネージメントが区別される（表１）。保育におけ

るリーダーシップとマネージメントの特徴について，

Smith & Langston（1999）22）は，次のように整理する。
すなわち，マネジャーは統制し，実行し，組織し，現

状の実践を認識し，管理運営し，全体を見渡し，調整

する存在であり，自制によって動くものであるのに

対し，リーダーはインスパイア（鼓舞）し，思考し，

動機づけ，変化を開始し，ヴィジョンをもち，要求

し（dictate），判断し，目標を設定し，ペースをつく
り，忠誠を引き出す存在であり，自己充足的である。

そして，両者は相互補完的であると述べる。Moyles
（2006）23）は，効果的なリーダーの実践について，①
リーダーシップの質，②マネージメントのスキル，③

専門家としての特性，④個人的な性質と態度，の４つ

に分類している。ここで「リーダーシップの質」と

は，質に関する説明責任，園文化のヴィジョンと共有

された価値の設定，変化を導き管理する能力などを

含み，「マネージメントのスキル」とは，人材・カリ

キュラムの効果的な管理運営，園・国・国際レベルで

の効果的なやりとりや介入などを含むものとして説明

されている。また，Kotter（2008）24）はあらゆる組織を
前提として，マネージメントとリーダーシップを対比

し，次のように整理している。マネジャーは，計画立

案と予算設定によりアジェンダ（取り組む課題）を創

出し，組織化と人員配置によって人的ネットワークを

構築し，統制と問題解決によって目標達成を行う。一

方，リーダーは，方向性の設定によりアジェンダを創

出し，心理的な統合により人的ネットワークを構築

し，動機づけと啓発により目標達成を行う。このよう

に，マネージメントとリーダーシップでは，目標達成

表１　マネージメントとリーダーシップの対比例

マネージメント リーダーシップ

Smith and
Langston (1999)

統制，実行，組織，現状の実践を認識，管理

運営，全体を見渡す，調整，自制によって動

く

インスパイア（鼓舞），思考，動機づけ，変化

を開始，ヴィジョンをもつ，要求，判断，目

標の設定，ペースつくり，忠誠を引き出す，

自己充足的

Moyles (2006) 方向性，目標の明示，基本的なニーズへの配

慮と責任，質に関する説明責任，他者を導く

リーダーであること，柔軟さと多才さ，ス

タッフへの情報提供，価値の共有，変化を導

き管理する能力，関係者が力付けられること，

園文化の設定と位置づけ

人材資源の管理運営，カリキュラムのマネー

ジメント，園レベルでのかかわり，参加・介

入，地域レベルでのかかわり・参加・介入，

国あるいは世界レベルでのかかわり・参加・

介入，意思決定，計画と方略設定，園の将来

を想定した長期的な計画，アイディアの実行

と評価，基本的な行政プロセスの執行，物的

資源の管理運営

Kotter (2008) 計画立案と予算設定によるアジェンダ創出

組織化と人員配置による人的ネットワーク構

築

統制と問題解決による目標達成

予測可能性と秩序，一貫性をもたらす

方向性の設定によるアジェンダ創出

心理的な統合による人的ネットワーク構築

動機づけと啓発による目標達成

有用な（しばしば大きな）変化をもたらす
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のためのアプローチの仕方や，リーダーとフォロワー

とのかかわり方が異なるが，組織が繁栄するためには

両方が必要であると述べる。同様のことは，園という

文脈でも想定される。このように，園長の役割として，

マネージメントやリーダーシップを中心にいくつかの

側面で整理できるが，いずれか一方が充たされるだけ

でなく，両方が補い合いながら機能することが重要で

あると言えよう。

他にも，リーダーの実践は様々あるなかで，日々の

実践そのものについてのリーダーシップと，それを支

えるマネージメントのリーダーシップとを区別する考

え方もある。例えばKagan and Bowman（1997）25）は，
リーダーシップを①管理運営に関するもの（日々の事

務作業，サービスの管理運営），②教育に関するもの

（子どもたちの成長・発達・学び，カリキュラム），③

コミュニティに関するもの（地域の文脈），④概念的

なもの（新しいアイディアの創出，変革と率先，変

化），⑤アドボカシーに関するもの（子どもや家族の

ウェル・ビーイングや権利の擁護），という５つに整

理している。

日本においても，保育所長に求められる資質・力量

について調査した伊藤（2002）26）は，園の経営にかか
わるものとして，①保護者・地域との連携，②園の施

設設備の充実，③保育理念・方針の明確化を，園長の

知識・資質にかかわるものとして，④人格的資質・人

間性，⑤保育の運営・経営に関する専門的知識，⑥幅

広い豊かな教養を挙げている。また，園長の責務につ

いて整理した小林・民秋（2009）27）では，園長の役割
として，①保育観，保育方針を示す，②人材育成，③

職場のコミュニケーション・人事管理，④保護者対応，

⑤地域や他の機関との連携，⑥地域育児支援，⑦保育

者としての園長に分けている。加えて同書では，保育

のデザインと展開，職員の資質向上といったリーダー

シップにかかわる内容と，職員の服務管理，安全管理

や危機管理などマネージメントにかかわる内容が網羅

されている。

さらに最近の研究では，Siraj-Blatchford & Hallet 
（2014）28）で，効果的なリーダーシップに関するレ
ビューと実践の解釈がなされている。そこでは，効

果的なリーダーシップを①方向付けのリーダーシッ

プ（共通のヴィジョンの構築・効果的なコミュニケー

ション），②協働的リーダーシップ（チーム文化の活

性化・保護者との協働の促進），③他者を力付ける

リーダーシップ（他者の主体性を引き出す・変化の過

程），④教育のリーダーシップ（学びをリードする・

省察的な学びをリードする）に整理している。前述の

Moyles（2006）29）や小林・民秋（2009）30）による整理と
共通の視点が出されており，また，「他者を力づける

リーダーシップ」や「教育のリーダーシップ」といっ

た視点は近年特に重視されていることがわかる。

なお，リーダーシップとマネージメントのバランス

の問題は各国で指摘されるところである。例えば，イ

ングランドでは「園における効果的なリーダーシッ

プに関する調査」（Effective Leadership in Early Years 
Sector: ELEYS調査）の結果を受けて，運営管理の業
務と教育や学びをリードする役割とのバランスを取

ることの重要性が提言されている（Siraj-Blatchford & 
Manni, 2007）31）。また，ニュージーランドでも，保
育者やその研修ではリーダーシップよりもマネージ

メントに重きが置かれていることが指摘されている

（Thornton et al., 2009）32）。「リーダーシップのないマ
ネージメントは倫理にもとり，（中略）マネージメ

ントのないリーダーシップは無責任である」（Hall, 
1996）33）という言葉に集約されているように，あくま
でも両方のバランスが重要である。

２　リーダーの役割としての「教育のリーダーシッ

プ」の重要性

上記の整理からも示されているように，管理運営に

関する役割と，リードするという役割とは区別されて

おり，なかでもリーダーの役割として，近年特に「教

育のリーダーシップ（pedagogical leadership）」を強調
する立場がある。Rodd（2013）34）は，リーダーシップ
とは学びに関するものであり，効果的なリーダーとは

自身が学び手であることだと述べる。そしてリーダー

が学び続けることをやめてしまえば，その人はもはや

リーダーではなくなると主張している。このように

教育に関するリーダーシップの重要性が確認される

一方で，「教育のリーダーシップ」に関心が偏り過ぎ

ないようにという注意喚起もなされている（Heikka & 
Waniganayake, 2011）35）。リーダーの役割全体の中でバ
ランスをとりながら各自の弱い部分に取り組んでいく

ことが求められる。

さて，「教育のリーダーシップ」とは，具体的に

どのような実践を意味するのだろうか。先述のSiraj-
Blatchford & Hallet（2014）36）は，効果的なリーダー
シップに関するレビューやインタビューから，そのひ

とつの次元として，教育と学びの改善を促す「教育の

リーダーシップ」に焦点をあてている。例えば，日々

の保育実践において，子どもと「ともに考え，深めつ
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づけること（sustained shared thinking）」37）といった質
の高い保育を実践していくために，保育者が学び合う

ことや，リーダーが保育者の学びをリードすることが

事例から導き出されている。併せて，保育者の質を

高めるために，国の制度・政策レベルの保育者の教

育水準向上の支援（「乳幼児教育専門職（Early Years 
Professional Status: EYPS）」の設置など）も紹介され
ている。

「教育のリーダーシップ」は，園における組織とし

ての変化を導くための専門的スキルに焦点をあてた

考え方である（Andrews, 2009）38）。学びへの情熱にも
とづくリーダーシップであり，知識の伝達を想定す

る「指導的リーダーシップ（instructional leadership）」
とは異なり，知識の構築，共構築，あるいは創造に

重きを置く考え方である（Siraj-Blatchford & Hallet, 
2014）39）。Kagan & Hallmark（2001）40）は，教育的リー
ダーの主な役割とは，新しい情報を広め，取り組む課

題を定めることで「研究と実践の懸け橋となること」

であると述べる。研究の知見について，自らの経験を

ふまえて検討し，その解釈を職員に伝えること，さら

には職員が必要としていることを考慮しながら，関連

する情報を彼らに提供していく責任があると指摘す

る。すなわち，情報源としての役割である。この学び

に関するリーダーシップでは，学びを組織の中心に据

え，子どもたち，保育者，保護者や養育者が熱心に，

探究心をもち，自立した生涯の学び手として生きてい

けるよう勇気づけ，力づける組織や文化を育んでいく

という（Rodd, 2013）41）。

Ｃ　「分散型リーダーシップ」への関心の高まり

では，「教育のリーダーシップ」は，どのように実

践されるのだろうか。リーダーシップの実践の仕方と

して，学校教育の領域で以前より注目されてきた「分

散型リーダーシップ（distributed leadership）」（Spillane 
et al., 2001）42）への関心が高まり，園におけるリーダー
シップ研究でも「分散型リーダーシップ」の議論が盛

んになっている。これは，先に見た「変革型リーダー

シップ」に位置付けられるモデルであり，リーダー

シップがどのようにして組織の変化に影響を与えるか

を考える概念である。以下，「分散型リーダーシップ」

の観点から，近年の保育におけるリーダーシップ像に

迫りたい。

Starratt（2003）43）によれば，リーダーシップの議論
では，一つの組織の単独のリーダーシップから，「学

びのリーダーシップ」や「分散型（共有型）リーダー

シップ」へと関心が移っている。前者は階層的なリー

ダーシップ・モデルであり，カリスマ性や権威のある

リーダーが単独であらゆる運営，計画，指示を行い，

他のスタッフがそれにならうというモデルであるのに

対し，後者の分散型リーダーシップ・モデルは，リー

ダー，フォロワー，園の状況や文脈に分散されたリー

ダーシップの実践（Spillane et al., 2004）44）であり，組
織のどこにでもリーダーシップが存在する（Raelin, 
2005）45）。「分散型リーダーシップ」は，非階層的で，
柔軟で，応答的なものであり，組織のあらゆるレベル

で，適切な知識や専門的技術をもち，主導し，変化や

新しい機会を捉え，挑戦する力のあるリーダーが出て

くる（McDowall Clark & Murray, 2012）46），いわばリー
ダーの多いチームを想定している。また，リーダーと

フォロワーの関係についてSpillane（2005）47）は，リー
ダーからフォロワーのためになされるものではなく，

公式なリーダーのポジションにあるか否かにかかわら

ず，あらゆる人がリーダーシップを発揮すること，そ

して，そこでは個々人の行動ではなく，人と人との

やりとりが重要となることを「分散型リーダーシッ

プ」の特徴として挙げている。Heikka & Waniganayake
（2011）48）やHeikka et al.（2013）49），Heikka（2014）50）で
も，こうした流れを受けながら，「教育のリーダーシッ

プ」は，伝統的なリーダーが単独で実施すると効果的

でなくなり，「分散型リーダーシップ」が重要である

と強調している。

イングランドの「園における効果的なリーダーシッ

プに関する調査」（ELEYS調査）では，「学びのリー
ダーシップ」に焦点を当て，効果的であった（すなわ

ち，より子どもの発達が見られた）園におけるリー

ダーシップの特徴を抽出している（Siraj-Blatchford & 
Manni, 2007）51）。効果的なリーダーシップを10のカテ
ゴリーに整理しており，その中に「分散型リーダー

シップ」が含まれている。10のカテゴリーとは，①皆
で方針を定め，それを明確に表明すること，②理解や

意味づけや目標をしっかりと共有すること，③効果的

なコミュニケーション，④省察的であることを推奨す

ること，⑤実践のモニタリングや評価を行うこと，⑥

継続的な研修に取り組むこと，⑦分散型リーダーシッ

プ，⑧学びの共同体とチームの文化を作り上げるこ

と，⑨保護者や地域とのパートナーシップを進めるこ

と，⑩リードすることと管理すること－そのバランス

をとること，である。⑦分散型リーダーシップは，先

述のSiraj-Blatchford & Hallet（2014）52）で「他者を力づ
けるリーダーシップ」という次元で取り上げられてい
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るが，そこでは，子どものより良い健康，社会性，教

育に向けて取り組むための方法を考える必要があると

指摘している。すなわち，狭い範囲での自らの専門に

閉じられた働き方をすることに慣れていたスタッフ

に，文化的な変革を求めるものであるという。リー

ダーが一人しかいないという捉え方から，複数の専門

家がそれぞれにリーダーシップを発揮するチームとい

う捉え方へと変えていく必要性を述べている。複数の

学問領域を専門とするチームでのリーダーシップにお

いては，子どもたちやその家族の力になるために，専

門性を補完し合い，共同で取り組むことが求められて

いる（Siraj-Blatchford et al., 2007）53）。
なお，熟練したリーダーたちは，これからリーダー

になる人や新しくリーダーになったばかりの人の専

門性向上のために投資し，支援し，メンタリングや

コーチングをする際，「分散型リーダーシップ」を実

行することが役に立つと主張する（Harris & Spillane, 
2008）54）。リーダーシップの能力を高めるには，チー
ムが学ぶための条件や機会を創出し，保育者自身が

リーダーシップに関する理解や意味，語る言葉，目標

や目的を共有し，話し合うことが大事であるとRodd
（2013）55）は述べる。そして，その取り掛かりとして，
以下のような会話をしてみることを提案する。自分た

ちの文脈，あるいはそれ以外の文脈で，①「リーダー

シップ」とは何を意味しているのか，②リーダーシッ

プを実践する上で，どのような役割や責任が中心とな

るか，③真のリーダーシップがどのように実践されう

るのか，である。また，保育者が「分散型リーダーシッ

プ」を促し，大事にするための時間，資源，そして機

会を十分に確保する必要性についても述べている。こ

のように，「分散型リーダーシップ」は，日々の保育

実践や園の発展を支えるという側面とともに，未来の

リーダーを育てるという側面でも大いに期待されてい

る。

Ｄ　まとめ

本節では，保育におけるリーダーシップ理論が依拠

しているリーダーシップ研究全般の変遷を概観した上

で，効果的なリーダーシップの中でも「教育のリー

ダーシップ」の重要性と，その実践のあり方としての

分散型リーダーシップについて概観した。子どもの発

達や学びを支える保育実践，そして日々の保育実践を

支える園の方針や理念について，ひとりのリーダーが

すべてを担うのではなく，園の一人ひとりがリーダー

として主体性を持ち，かかわり合いながら，協働して

取り組むことの重要性が確認された。園におけるリー

ダーシップ研究の発展を受けて，日本の保育における

リーダーシップについても，諸外国との共通性と日

本の独自性をふまえた調査研究を進めていく必要が

ある。また，保育におけるリーダーシップ研究では，

リーダーシップの特徴をカテゴリー分けし，求められ

るリーダーシップのあり方に関する知見を得てきた。

一方，この後も言及するように，リーダーシップを実

践した際に直面するジレンマ，緊張関係といったもの

をどのように克服していくかというダイナミズムにつ

いても，今後検討していく必要が出てくるだろう。

Ⅲ　保育におけるリーダーシップと保育の質との関連

　効果的なリーダーシップは，保育の質を保証する重

要な要因であると言われている (Rodd, 2013；Muijs et 
al., 2004）56）57）。
　OECD（2006）58）は，保育の質を検討し評価するた
めには，構造的要因と過程的要因を分節化し，それぞ

れを具体的に捉え，測定・評価する必要があることを

示している。構造的要因とは，職員の教育・資格・研

修，職員の労働条件，子ども・職員の比率，クラス規

模，保護者や地域の参加・関与，行政からの支援と公

的資金補助，保育・教育プログラムの実施運営管理，

園の評価・モニタリングといった指標である（Litjens, 
2010; 秋田・佐川，2011）59）60）。一方，過程的要因は，
子どもの発達に直接的な影響を与えると考えられる，

子どもと保育者，子ども同士，保育者と保護者，保護

者同士のかかわりが中心にある（Litjens, 2010; 秋田・
佐川，2011）61）62）。さらに，保育の質に関する長期縦
断研究では，保育の質が子どもの発達に何らかの影響

を与えるという観点から，保育の質を，結果・成果

（outcome）としての子どもの発達により捉えている。
　本章では，保育の質を，「構造の質」，「過程の質」，

「結果としての子どもの発達」の３つの観点から分節

化し，それぞれの観点から，保育におけるリーダー

シップと保育の質のあいだに，どのような関連がある

と実証的に明らかにされているのか，今後さらにどの

ような実証研究が必要となるのかを整理する。

Ａ　保育におけるリーダーシップと構造の質

１　職員の労働条件

　職員の労働条件は，職員の職業満足度に影響を

与え，保育者と子どもとのかかわりの質に間接的

に影響を与えると言われている（Fenech et al., 2006;  
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Huntsman, 2008; Moon & Burbank, 2004）63）64）65）。労働
条件とは，業務負担，労働時間，給与，契約タイプ，

キャリア・アップの可能性，運営管理業務などを指し

ている。業務負担の重い職員は，質の低い保育を行う

傾向にあることが実証的に明らかになっている（De 
Schipper et al., 2007）66）。また，オーストラリアでの調
査の結果によれば，保育に携わる職員の大半は女性で

あることから，職業満足度や意欲を維持するには，家

庭との両立ができ，ライフ・ワークバランスを可能に

する労働条件であることを重視していたことが示され

ている（Kilgallon et al., 2008）67）。離職率が高ければ，
職員が子どもに対して継続・一貫した保育はできなく

なり，研修を受けるなどして保育の専門性を高めよう

という努力をすることもできず，結果として保育の質

全般を損ない，子どもたちの発達にも悪影響を及ぼす

ことになる（Elliot, 2006）68）。
　このような労働条件の質は，園の運営管理機能に負

うところが大きく，園の運営管理においてはリーダー

が主要な役割を果たし，影響力をもっている（Hayden, 
1997）69）。リーダーによるマネージメント実践がうま
く行われれば，組織の雰囲気がよくなり，職員の職業

満足度が高くなり，保育の質が高くなる。一方マネー

ジメントがうまく行えなければ，その逆の効果を及ぼ

すことになる（Hayden, 1997）70）。しかし，保育にお
けるリーダーは，財務などの運営管理業務を不得手と

する場合が多い（Mujis et al., 2004）71）。学校・園組織
のリーダーの仕事にはリーダーシップとマネージメン

トという二つの側面があり，二つのバランスをとるこ

とが効果的なリーダーシップの鍵であると言われてい

る（Siraj Blatchford & Manni, 2007）72）。しかし，近年，
説明責任（アカウンタビリティ）を求める声が高ま

り，財務的制約が大きくなるなかで，二つの側面は葛

藤状態にある（Siraj Blatchford & Manni, 2007）73）。リー
ダー自身も，長時間労働，低賃金，社会的地位・認知

の低さから，労働条件の問題を抱えている（Hayden, 
1997）74）。保育におけるリーダーがリーダーシップと
マネージメントの両輪を回し，現場で働く職員に良い

労働条件を提示できるようにするには，リーダー自身

の労働条件や業務負担についての調査およびそのエビ

デンスに基づいた政策提言や改善，リーダーシップ及

びマネージメントのスキル向上を目指した研修の充

実，およびその研修の効果の検証が必要になってくる

であろう。

２　職員の研修

　保育者の質は，保育の質を規定する最も重要な要

因である。そのため，保育者が研修を受けることで，

専門性が向上し，保育実践の質も向上する（Martinez-
Beck & Zaslow, 2006）75）。また，職員の研修と，保育
の質やその結果（アウトカム）として表れる子ども

の発達とのあいだに関連があることも示されている

（Sheridan et al., 2009）76）。
　効果的な保育におけるリーダーシップ研究では，職

員研修にリーダーが大きな役割を果たしていることが

明らかになっている（Siraj Blatchford & Manni, 2007）77）。
イングランドの「園における効果的なリーダーシップ

に関する調査」（ELEYS調査）では，質が高いと評価
された園のリーダーが，職員一人ひとりに敬意を払

い，個人的なサポートをすることで，知的な刺激を与

えていたことが示されている（Siraj Blatchford & Manni, 
2007）78）。また，Muijsら（2004）79）は，アメリカの社
会経済的不利層の子どもと家庭を対象にした「ヘッ

ド・スタート」プログラムを評価するにあたって，効

果的なリーダーシップとそうでないリーダーシップの

違いについて検討している。その結果，成功から程遠

いプログラムのリーダーは，リーダーシップを取った

経験が少ないとともに，職員に研修の機会を用意した

り指導したりするスキルに乏しいという特徴があった

（Muijs et al., 2004; Siraj Blatchford & Hallet, 2014）80）81）。保
育におけるリーダーは，保育の質の最も重要な要素で

ある保育者の専門的資質・能力の向上のため，職員が

研修する機会を設ける責任がある。

　「教育のリーダーシップ（pedagogical leadership）」の
モデルで示されているように，保育におけるリーダー

は，園という組織の中心に学びを据え，子どもたちや

保育者，保護者が自立した生涯の学び手として人生を

歩んでいけるよう勇気づけ，力づけることが求められ

ている（Siraj Blatchford & Hallet, 2014）82）。研修には様々
な種類があるが，多くは概説的な短期の研修にとどま

り，例えばマネージメントのコースや乳幼児教育の学

位を取るコースを履修するというように，長期的・継

続的に研修を行うケースはまれであることが指摘され

ている（Rodd, 2013）83）。一方，それぞれの園の状況
に応じた園内研修は，一般的な事柄ではなく，現実世

界の問題を扱い，学ぼうとする人たちが実際に直面

している問題や課題について検討し対話することので

きる真正な学びの場となる（Siraj Blatchford & Hallet, 
2014）84）。リーダーの役割として，職員が研修する機
会を設けるだけにとどまらず，個々の職員や園のニー
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ズを把握し，そのニーズに合った継続的な職員研修を

行うことが求められている。

３　モニタリングと評価

　モニタリングとは，保育サービスの質，職員の質，

子どもの発達・成果（アウトカム），カリキュラム実

施の質などを評価し，その水準を確かめ，検討するこ

とである（OECD, 2015）85）。モニタリングを行う目的
は様々であるが，保育の質の向上を目的とする場合，

モニタリングを行うことで園や個々の保育者の長所と

短所を把握し，それに応じて質を高める行動を起こす

ことができる。例えば，職員がさらに学ぶ必要がある

のか，専門的成長のために現職研修を行う必要がある

のか，個々の職員の学びのニーズはどのようなものか

を把握し，対応することができる。OECD（2015）86）は，
モニタリングと自己評価により，保育実践の質を高め

ることができ，その結果，子どもの発達としてもよい

結果（outcome）につながることを示している。
　このようなモニタリングと評価は，保育の質を向

上させるために保育におけるリーダーがリーダー

シップとして取り組むべきことの一つである。Siraj 
Blatchford & Hallet （2014）87）は，「効果的な就学前教育
に関する調査」(EPPE調査）において保育の質が高
いと評価された園のリーダーシップを研究する中で，

リーダーが中心となり，定期的に保育実践のモニタリ

ングと評価をしている園をケーススタディとして紹介

している。その園では，職員一人ひとりに対して６～

12ヶ月に一度評価を行い，評価者は，観察した保育
実践に基づいて客観的で専門的な判断を行う。観察に

加え，評価を受ける職員と面接を行い，全般的な仕事

ぶり，保護者との関係の質，イニシアティブの水準に

ついて話し合う。このような観察と面接の結果に基づ

き，評価を受ける職員と園長・施設長が今後の方向に

ついて話し合う。このような評価システムがあること

で，どのような研修を受ける必要があるのかを見きわ

めることができるのである。

　日本の保育文化においては，モニタリングや評価が

第三の観察者と数値による評定である場合，抵抗感

をもたれるおそれがある（野口，2009）88）。そのため，
未だに日本では，モニタリング・評価を取り入れてい

る園は少ないと考えられる。しかし，園内部での保育

者の専門性や実践知に基づくモニタリング・評価は，

保育者の専門的資質・能力と，保育実践の質を向上す

る目的で行われることを踏まえ，取りくんでいくこと

が必要であろう。

４　保護者との連携

　「効果的な就学前教育に関する調査」（EPPE調査）
は，保育の質と子どもの発達と学業成績との関連を分

析した縦断研究である。この縦断研究の結果で明らか

になったことの一つが，保育の質と子どもの発達に

とって，園と保護者との連携がいかに重要であるかと

いうことである。分析の結果，社会的・認知的な結果

（アウトカム）が高い子どもがいる園は，保護者と園

とがしっかりと連携し，保護者と共通の教育目標を共

有していたこと，子どもたちの成長について日常的に

保護者に報告したり，話し合ったりしていたことが示

されている（Siraj-Blatchford et al., 2003）89）。特に，社
会・経済的不利層の子どもたちにとっては，園と保護

者や地域社会とが強いつながりを持つことで，学業

面・行動面での発達（アウトカム）によい効果がもた

らされる（Weiss et al., 2008; ）90）。
　Siraj-Blatchford & Manni（2007）91）は，保護者と園・
学校との関係は，急激に変わりつつあると指摘してい

る。つまり，保護者との連携は，補完的だったものか

ら，保護者と園・学校，子どもたちによる参加型のイ

ンクルーシブな連携へと変容しつつある。イギリスの

政策「すべての子どもが大切（Every Child Matters）」
においては，保護者への支援の水準を高めることが目

指された（DfES, 2003）92）。にもかかわらず，家庭と園・
学校との関係はいまだに一方向的であることが多い

（Siraj Blatchford & Hallet, 2014）93）。すなわち，子ども
に関する情報が園やスタッフから保護者に伝えられる

という方向性であることが大半で，その逆はめったに

見られない。 
　保育におけるリーダーシップには，保護者とコ

ミュニケーションをとりながら連携し，保護者を巻

き込み，ガイドするという役割がある（Muijs et al., 
2004; Siraj Blatchford & Hallet, 2014）94）95）。 小 林・ 民
秋（2009）96）は，保護者支援において保育者を支える
リーダーシップに要求される力を，保育士の精神衛生

を考える，会議をコーディネートする，支援担当者へ

のスーパービジョンというように，具体的に示してい

る。

　保護者との連携を行うには，上記のように様々な種

類，様々な水準の取り組みがあるが，その核には３つ

の主要な理念があるとRodd 97）は述べている（Rodd, 
2013）。それは，第１にパートナーシップであり，子
育てを園と保護者で共有していこうという理念であ

る。第２に連続性であり，園と家庭との一貫性を築い

ていくことである。第３に教育であり，子育て家庭を
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サポートし教育して，子どもが幸せに安心して過ごせ

るように，保護者が子育てに喜びを感じ，子育て力を

高められるよう専門職としての責任をもつことであ

る。保護者とのパートナーシップにもとづく取り組み

は，対等性の上に成り立つものであり，どちらか一

方がより力を持つということではない（Hallet, 2013; 
Siraj Blatchford & Hallet, 2014）98）99）。保育におけるリー
ダーは，保護者との関係を築くだけでなく，それが対

等で互恵的な関係となるように，リーダーシップを発

揮することが求められている。

５　諸機関との連携

　子どもたちの全体的な発達を保障するには，地域

社会や様々な機関との連携も重要になってくる。近

年，保育者は多様な領域の専門家とともに働く状況に

ある。社会・経済的不利層の子どもたちや，虐待を受

けている子どもたち，保健・衛生的に不十分なケアし

か受けられないような状況にいる子どもたちなどに

は，ソーシャル・サービスと園との協働は，特に重

要である（Masse & Barnett, 2002; Temple & Reynolds, 
2007）100）。保育サービスと地域社会とが包括的・統合
的なシステムを構築することで，移民の家庭など社

会経済的に不利な家庭が貧困特有の問題に対処する

ことを助けることができる（OECD, 2012; Van Tuijl & 
Leseman, 2013; Weiss et al., 2008）101）102）103）。
　また，小学校との連携も重要である。園から小学校

への移行は，子どもにとっても保護者にとっても文化

が大きく変わり，本質的な変化となる。そのとき，園

と小学校との連携が円滑になれば，子どもたちに一貫

した継続的な教育を施せ，両者の共通の知識，ニーズ，

能力，経験，スキルに基づいてプログラムをつくる

ことができる（Pianta & Kraft-Sayre, 2003）104）。Peters 
（2010）105）は，継続的な小学校への移行プログラムが
保幼小接続を助けるとして，園や小学校の関係者が計

画・評価すべきであると述べている。

　このような知見より，リーダーが中心となって園が

様々な機関とコミュニケーションをとりながら連携す

ることが重要になってくる。しかし，様々な領域の専

門家と連携するチームをリードするには，従来の文化

を変えていかねばならない（Siraj-Blatchford & Hallet, 
2014）106）。従来の文化では，職員が，健康面，社会面，
教育面のサービスそれぞれの狭く専門的な境界のなか

で働いてきた（Siraj-Blatchford & Manni, 2007）107）。し
かし，リーダーシップの役割の範囲が広がってきた

現在，リーダーシップの捉え方を変えていく必要が

ある（Duffy & Marshall, 2007; Siraj-Blatchford & Hallet, 
2014）108）109）。リーダーが一人しかいないという捉え方
から，スペシャリストのリーダーシップ，すなわち，

スペシャリストがそれぞれのリーダーシップを発揮す

るチームという捉え方へと変えるのである。多くの学

問領域が連携するチームのリーダーシップは，子ども

たちや子育て家庭のために専門性を補い合い，共同作

業をすることが課題である（Siraj-Blatchford & Hallet, 
2014）110）。

６　多様性（ダイバーシティ）への配慮

　近年，文化的な多様性にどのように配慮するかは，

多くの国で喫緊の課題であり，保育の文脈でも同様で

ある（Vandenbroeck, 2011）111）。保育において子ど
もや家庭の社会的・経済的・文化的背景に配慮するこ

とが重要である。特に欧米諸国では，移民問題から文

化的・民族的に異なる人々に対する政策に注目が集

まっている。

　社会・経済的不利層の家庭は，必ずではないが，マ

イノリティの家庭が多い。第二言語学習者は，言語に

熟達していないため学校での成績も悪い傾向にある

（Rogde et al., 2016）112）。しかし，保育において多様性
への対応を行い，小学校入学前に第二言語学習者への

言語トレーニングを行ったところ，言語発達が向上し

たことが示されている（Rogde et al., 2016）113）。そして，
職員が子どもたちに対して前向きな態度で接すると，

社会・経済的不利層の子どもたちの健やかな発達を支

えると言われている（Sammons et al., 2002; Melhuish 
et al., 2015）114）115）。一方，ある研究では，教師が児童・
生徒に何らかの偏見 (バイアス）を持っていると，子
どもたちはそれを感じ取り，教師の期待に応じて子ど

もたちの能力が変わることが示されている（Kuklinski 
& Weinstein, 2001）116）。
　保育の場でも，ますます加速している多様性に配慮

することがリーダーの役割の一つとなっている。ス

ウェーデンでは，マイノリティの児童・生徒と同じ比

率の教師がいる学校では，数学で高い学業成績を収め

たという結果が出ている（Lindahl, 2007）117）。ただし，
スウェーデン語や英語の試験では，同様の効果は見ら

れなかった。有効性については一貫した結果が出てい

るわけではないが，リーダーは，率先して多文化共

生・多言語共生のアプローチをとり，職員同士が敬意

をもつ関係を築き，衝突に対処する方略をもって，誰

もが居心地の良いアンチ・バイアスな教育環境をつく

る役割がある（Derman-Sparks et al., 2015）118）。
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Ｂ　保育におけるリーダーシップと過程の質

１　職員の職務満足度

　職員の職務満足度は，保育の質を規定する重要な要

因の一つである（Muijs et al., 2004）119）。保育の場では，
職員の職務満足度は，クラス環境の質と関連がある。

職員同士がポジティブな態度でいることや，行動や評

価の原因を自己に求める内部要因思考（internal locus 
of control）を行うことで，子どもたちに快い学習経験
をもたらすことができるためである（Honig & Hirallal, 
1998）120）。職務満足度は，職員の行動や態度に影響を
及ぼすだけでなく，離職率とも関連があるため，園の

全体的な質に影響を与えるものでもある。そして，全

体的な保育の質が，子どもたちのウェルビーイングや

発達に影響を与えることになる（CCL, 2006）121）。
　職員の職務満足度には，様々な次元があり，様々な

要因がある。保育専門職の社会的地位や価値とも関連

しているが，保育者が働いている環境にもよると考え

られる。例えば，子ども対職員の比率は，職務満足度

につながる要因の一つである。

　また，職務満足度は，子ども対職員の比率のような

職場環境とともに，契約タイプ，賃金，経済的な部分

以外での手当とも関連がある。高い賃金とよい労働

条件は，職務満足度や，仕事への意欲の向上につな

がり，間接的に，子どもたちとのかかわりの質が高

くなることが示されている（Huntsman, 2008; Moon & 
Burbank, 2004）122）123）。職員の負担感や気分も，職務満
足度と関連がある。職員の負担感や気分など情動的状

態は，職員の勤続可能性だけでなく，保育の質におい

ても重要な役割を果たすと言える（De Schipper, et al., 
2007）124）。
　職場環境としては，同僚やスーパーバイザーとの関

係が，職員の成長意欲に大きな影響を与えることも示

されている（Wagner & French, 2009）125）。スーパーバイ
ザーが効果的な指導・助言を行うと，職員は自分の保

育実践について建設的なフィードバックを聞いて振り

返ることができ，批判的に自己評価を行うことができ

る（Rodd, 2013）126）。職場の人間関係もまた，職員の職
務満足度には強い関連があると言える。

　以上のように，職員の職務満足度には，様々な要因

が関連しているが，その中でリーダーが果たす役割は

大きい。リーダーが，マネージメントを効果的に行

い，労働条件や職場環境を整えれば，職員の職務満足

度や意欲を高めることができる。それが結果的に保育

の質を高め，子どもに健やかな発達を保障することに

なる（Aubrey et al., 2013）127）。さらに，職員が自分の

職に満足し，保育者として成長していこうという気持

ちを持つには，同僚やスーパーバイザーの存在は欠か

せない。互いを高め合う人間関係や学び合う雰囲気の

醸成を主導することは，保育におけるリーダーシップ

の「教育のリーダーシップ」（Pedagogical leadership）
の次元にある（Siraj-Blatchford & Hallet，2014）128）。し
かし，この「教育のリーダーシップ」の時間を十分に

確保できないことが大きな課題となっている（Hujala 
et al., 2013）129）。リーダーの労働条件の調査はあるが
（Hayden, 1997）130），労働条件と保育の質との関連や，
リーダーの職務満足度と保育の質との関連については

研究されていない。保育の質の向上のためには，リー

ダーが職員の職務満足度をよりよいものにする手立て

を講じるとともに，リーダー自身が現職にどの程度満

足しているのか，それが保育の質と関連しているのか

どうかを実証的に明らかにする必要があるだろう。

２　クラスの雰囲気

　クラスや園全体の雰囲気は，職員と子どもたちの日

頃のかかわりを反映しており，組織の雰囲気は，職員

の労働条件にもよるところが大きい。そのため，クラ

スや園の雰囲気は過程の質とともに構造の質にもかか

わっている。

　子どもの発達（アウトカム）に関しては，そのク

ラスの情動的な雰囲気が，子どもの社会・情動的な

発達に影響を与える要因であることがわかっている

（Howes, 2000; Raver et al., 2007）131）132）。例えば，クラ
スの雰囲気が険悪であれば，子どもの社会性の発達

に影響が出る（Howes, 2000）133）。また，教師・保育者
が子どもの行動を制御しようとするクラスは，子ど

もの対人関係力の結果が低くなっていた（Ponitz et al., 
2009）134）。上記のような研究から，園の社会・情動的
な雰囲気が，過程の質を規定する重要な側面であり，

子どもの発達にも影響を及ぼすものであることがわ

かっている。

　このようなクラスの雰囲気は，園や学校のリーダー

シップの質の影響を強く受けると言われている（Teddlie 
& Reynolds, 2000; Muijs et al., 2004）135）136）。保育におけ
るリーダーシップ実践におけるリーダーの資質を理論

化したRodd（2013）137）は，コミュニケーションを取る
ことで，他者のニーズに応えるというリーダーの資質

を情動的知性（emotional intelligence）という言葉で表
している。Goleman（1996）138）によれば（中略），情動
的知性とは伝統的な知性の概念とは対立するものであ

り，自分の情動を知っていること，自分の情動を統制
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する能力，共感性をもつこと，自分自身や他者の情動

的ダメージを修復する能力，情動的なやりとりができ

ること，つまり人々と息を合わせて効果的にかかわる

ことである（Rodd, 2013）139）。保育は，自分の感情を制
御し，相手の感情に合わせて対応することで対価を得

る「感情労働」として捉えられる（諏訪ら , 2011）140）。
保育におけるリーダーは情動的知性により，保育者の

感情労働を支え，クラスの情動的な雰囲気に影響を与

えていると考えられる。

Ｃ　保育におけるリーダーシップと子どもの発達

　保育におけるリーダーと保育の質とは関連があるこ

とを見てきた。保育におけるリーダーが最終的な目標

としているのは，保育の質を高めることで，子どもの

よりよい発達を保障することである。そこで，保育に

おけるリーダーシップと子どもの発達との関連につい

て，イングランドで行われた「園における効果的な

リーダーシップに関する調査」（ELEYS調査：Siraj-
Blatchford & Manni, 2007）141）に基づき，これまで何が
明らかになっているのかを概観する。

　主な結果として，ELEYS調査は，子どもの発達に
とって効果的なリーダーシップ実践のカテゴリーを明

らかにした。なかでも，学びのリーダーシップにおい

て，ケア的で効果的な園の性格と必要とされることを

見いだした（Siraj-Blatchford & Manni, 2007）142）。学び
のリーダーシップに必要とされるものは，「状況をと

らえる文脈的なリテラシー（幼児教育に関して文献な

どをよく読んで知っていること）」，「園のある地域社

会について理解していること」，「協同するように取り

組んでいること」，「子どもの学びの成果を改善しよう

と取り組んでいること」である。そして，ELEYS調
査は，効果的なリーダーシップの実践のさまざまなカ

テゴリーを明らかにしている。それは，「皆で方針を

定め，それを明確に表明すること」，「理解や意味づ

けや目標をしっかりと共有すること」，「効果的なコ

ミュニケーション」，「省察的であることを推奨するこ

と」，「実践のモニタリングや評価を行うこと」，「継

続的な研修に取り組むこと」，「分散型のリーダーシッ

プ」，「学びの共同体とチームの文化を作り上げるこ

と」，「保護者や地域とのパートナーシップを進めるこ

と」「リードすることと管理することのバランスをと

ること」である（Siraj Blatchford & Hallet, 2014）143）。

Ｄ　まとめ

　以上，保育の質を規定する要因と保育におけるリー

ダーシップの関連を，実証研究の結果に基づいて概観

した。保育におけるリーダーシップの最終的な目標

は，子どものよりよい発達である。しかし，リーダー

シップが子どもの発達にどのように関係するのかを実

証するのは，きわめて困難である。実証的に研究を行

う場合，リーダーシップが保育の質に関連する要因に

影響を与え，それが結果的に子どもの発達につながる

という間接的な経路で，影響を見ていくことになる。

そのため，場合によっては縦断研究を行い，リーダー

シップと他の要因との関連を詳細に分析したり，保育

の質が高いと測定された園で観察・インタビューを行

うなどして質的に分析するというように，定量的な方

法と定性的な方法を組み合わせ，長期的な追跡調査を

行うことが，子どもの発達という最終目標を考える上

で重要になってくる。子どもが健やかな発達を遂げる

ためにリーダーシップがいかに大切かを明らかにする

ためには，リーダーシップのあり方の研究にとどまる

のではなく，園における保育の質，そして最終目標で

ある子どもの発達を検証し，リーダーシップの効果や

影響を実証的かつ長期的に検討していくことが今後必

要であるだろう。

ただし，これまでの研究では，構造的な指標や尺

度で測定できる要因が中心となっており，保育の質や

リーダーシップに関する特定の変数と他変数の関係と

いう静的な一時点での分析にとどまっている。一時点

の指標や尺度では測定することのできないもの，例え

ばリーダーシップのあり方が職員の信念やそれらの信

念の総体である価値観・保育観・子ども観の形成・維

持・変容にどのような影響を与えているか，リーダー

シップを通してどのように保育者が園の理念や方針に

共鳴し，勤労意欲や持続可能性を内発的に感じて理念

や方針を保育実践に反映させているか，また，その逆

に，保育実践から園の理念や方針がどのように影響を

受けているか，保育実践や運営管理業務において保育

者がどの程度主体性や自律性を持っており，それを組

織のなかでどのように行使しているかといった動的な

メカニズムやプロセスについては，実証的な研究は十

分になされていない。近年の保育におけるリーダー

シップ・モデルが示すように，保育のリーダーシップ

の中核にあるのは，リーダーと保育者や他職種の職

員，保護者，子ども，専門家のあいだの関係性や相互

作用，およびリーダーシップがいかにして分散・共有

されているかという組織内のネットワークやコミュニ

ケーション，影響の双方向性である。このような動的

な関係性や相互作用を質問紙等で実証的に検討するこ
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とは困難である。だが，園内のあらゆる場面でのコ

ミュニケーション・相互作用の具体を観察し，組織内

の関係性や行動様式の形成プロセスを分析するととも

に，リーダー・職員への質問紙調査などを通してリー

ダーシップへの認知を探ったり，インタビューを通し

て時間軸を伴った長期的な視点で価値観や関係性の形

成，組織のあり方やその変化などを検討していくこと

が重要になってくるだろう。

Ⅳ 　保育におけるリーダーシップに関する各国の保育
政策・制度とリーダー研修

保育におけるリーダーシップについて，諸外国の保

育政策や制度はどのようにそれを支えているのであろ

うか。

　政策として，以下の３点が挙げられる。１）園長に

なるための資格要件を整備すること，２）リーダーの

養成プログラムを提供すること，３）リーダーのため

の現職研修を行うこと，である。ここではまず資格要

件について，ヨーロッパ諸国を例にして，どのような

対応をしているかを見ていく。そして養成プログラム

と研修については，アメリカ合衆国の例を挙げて検討

する。

Ａ　園長になるための資格要件

　EUの 研 究 機 関 が 出 版 し たKey Data on Early 
Childhood Education and Care in Europe（EC / Eurydice, 
2104）144）ではEU関連諸国での園長についての資格要
件を比較している。ヨーロッパのほとんどの国では，

園長は保育者とほぼ同等の資格が必要とされており，

わずかな国々で保育者より高いレベルが要求されてい

る。乳児（０～２歳）を対象とした場合，これらの

国々における保育者の資格要件の多くは，中等教育修

了かそこにわずかな研修をプラスした形で免許が与え

られている（例えばイタリア・ルクセンブルク・スイ

スなど）。しかし，チェコやドイツ・オーストリアで

は乳児も幼児も中等教育レベルである。一方で，幼児

（３～５歳）を対象とした場合は大学レベルの教育が

求められており，イタリア・フランス・アイスランド

のように５年間の修士レベルの養成がなされている場

合もある。園長についても，保育者の資格要件に準ず

る形で，資格のレベルが決められている（表２）。そ

の中で，保育者免許取得のために修士号が必要なイタ

リア・フランス・アイスランドの他，ベルギー（ドイ

ツ語圏）の乳児園やポルトガルの乳児・幼児対象の園

などは，基礎免許の上に修士号が必要とされている。

資格レベルには，乳児対象の園と幼児対象の園のリー

ダーには差が見られる。若干の例外はあるものの，一

般的に乳児対象の場合の方が資格要件が低く設定され

ている。

　多くの国々では，資格要件を満たした上でリーダー

養成のコースを履修すること，現場経験があること，

管理職経験があること，あるいはそれらの組み合わせ

が必要とされている。約半数の国で，幼児対象のリー

ダーには保育経験の上に特別な養成やトレーニングを

求めている。逆に，乳児ではそこまで求められておら

ず，およそ３分の１の国々にとどまっている。基準の

ないスウェーデンでは，養成や研修は推奨されている

が必須ではない。 
　養成や研修の内容や構成はまちまちであり，組織・

計画と運営・人材の管理・予算管理・教育法規・コミュ

ニケーションとチームワークなどが含まれていて，主

にリーダーシップとコミュニケーションスキルを育て

ることが目的となっている（EC / Eurydice, 2014）145）。
研修内容には理論と実践を組み合わせた国もある。ス

ペインにおけるリーダー研修では100時間の理論編と
６ヶ月のインターンシップがあり，最終試験を通ら

なければならない。また，ポーランドは280時間の
コースのうち，80時間は実習に充てられており，座学
にとどまらない研修が目指されている（EC/Eurydice, 
2014）146）。
　ヨーロッパ諸国の例に見られるように，園長の資格

要件を定めたり，養成・研修を求めたりするような政

策は，幼児教育・保育の質を高めるという点で今後も

重要になってくると考えられる。それでもなお，乳児

と幼児の間に差が見られるのは，小学校以上の義務教

育との差が存在したように，その必要性が認識される

途上であるといえる。

Ｂ　園長の研修－アメリカでの事例

アメリカの各州では，小学校長と園長との共同研修

が行われている。主に，３・４歳児から３年生へのカ

リキュラムで連続した学びを保障するためのリーダー

シップとは何かが主題である。ハーバード大学の講座

やイリノイ州での取り組みなどを中心に見ていく。

　アメリカ合衆国においては，これまで公立小学校に

５歳児クラス（キンダーガーテン）が設置されており，

５歳になると就学する，という形が一般的であった。

しかし，当初は特別なニーズをもった子どもたちへの

教育から始まったものであるが，徐々に４歳児，そし
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て３歳児と対象が拡げられ，2011年には，39州が公
費で３・４歳のプログラムを実施するようになった。

その際，校長・園長として３・４歳（Pre Kindergarten 
= PreK）から３年生までの教育をどのように運営する
かが課題となってきている（Szekely, 2013）147）。この
動きには，2010年に公表された各州共通基礎スタン
ダード（Common Core State Standards, 通称コモン・コ
ア）の影響が見られる。アメリカにおける標準テスト

の導入，それに伴ってのカリキュラムの共通化，とい

う動きが，幼児期の教育・保育に対して多大な関心が

払われるようになったのである。子どもたちの成績を

向上させるためには，早期の介入が必要であり，これ

まで以上に連携・接続に目を向けなくてはならない，

というのがその動機である（Mead, 2011）148）。
　何例かの試みのうち，抜本的に改革を行ったのがイ

リノイ州である。イリノイ大学シカゴ校が中心に行っ

た都市部の教育に関するリーダーシップ研修を発端と

して，PreKから３年生までの学校運営に関してリー
ダーシップの重要性が認識され，そこから2010年に
法律で総合的な校長職の養成に関する改革を定義し，

幼児教育の内容を養成段階に取り入れるようになっ

た（Mead, 2011）149）。この法律に従って，これまでの

表２　園長に求められる資格等要件（ヨーロッパ諸国）

　

乳児 幼児

リーダー資格 養成・研修・管理 保育経験 リーダー資格 養成・研修・管理 保育経験

アイスランド 修士 在職 経験 修士 在職 経験

アイルランド 無し 免許・経験無し 無し 無し 免許・経験無し 無し

イタリア 高卒～修士 保育者免許のみ 無し 修士 養成・在職 ５年

英国（イングランド・ウェールズ） 無し 在職 ２年 無し 在職 ２年

英国（スコットランド） 大学 養成・在職・管理 経験 大学 養成・在職・管理 経験

エストニア 大学 養成・在職・管理 ４年 大学 養成・在職・管理 ４年

オーストリア 高卒・専門 養成・在職 ２～５年 高卒・専門 養成・在職 ２～５年

キプロス 大学 在職 10年 大学 養成・在職 10年
ギリシャ 大学 在職 経験 大学 在職 経験

クロアチア 大学 （データ無） ５年 大学 （データ無） ５年

スイス 高卒・専門 養成・在職 経験 大学 養成・在職 経験

スウェーデン 無し 免許・経験無し 無し 無し 免許・経験無し 無し

スペイン 大学 養成・在職 ５年 大学 養成・在職 ５年

スロバキア 無し 免許・経験無し 無し 高卒・専門 養成・在職 ５年

スロベニア 大学 養成・在職 ５年 大学 養成・在職 ５年

チェコ 高卒・専門 保育者免許のみ 無し 高卒・専門 養成・在職・管理 ３年

デンマーク 無し 免許・経験無し 無し 無し 免許・経験無し 無し

ドイツ 高卒・専門 養成・在職 ２年 高卒・専門 養成・在職 ２年

トルコ 大学 保育者免許のみ 無し 大学 保育者免許のみ 無し

ノルウェー 大学 保育者免許のみ 無し 大学 保育者免許のみ 無し

ハンガリー 高卒・専門 在職 ５年 大学 養成・在職 ５年

フィンランド 大学 保育者免許のみ 無し 大学 保育者免許のみ 無し

フランス 大学 養成・在職 ３年 修士 在職 ３年

ブルガリア 大学 保育者免許のみ 無し 大学 養成・在職・管理 ３年

ベルギー（ドイツ語圏） 修士 （データ無） 無し 大学 養成 無し

ベルギー（フラマン地方） （データ無） （データ無） 無し （データ無） （データ無） 無し

ベルギー（フランス語圏） （データ無） （データ無） 無し （データ無） （データ無） ７～８年

ポーランド 高卒・専門 養成・在職 ２～５年 大学 養成・在職・管理 ５年

ポルトガル 修士 在職 経験 修士 管理 経験

マルタ 高卒・専門 養成・在職 経験 大学 養成・在職・管理 10年
ラトビア 大学 在職・管理 ２年 大学 在職・管理 ２年

リトアニア 大学 在職・管理 ３年 大学 在職・管理 ３年

リヒテンシュタイン 高卒・専門 養成・在職 ５年 大学 養成・在職 ５年

ルーマニア 大学 在職・管理 ２～３年 大学 養成・在職・管理 ５年

ルクセンブルク 高卒・専門 管理 ５年 （データ無） （データ無） （データ無）

（EC/Eurydice “Key Data on Early Childhood Education and Care in Europe” 2014より作成）

乳児（主に０～２歳の園）：幼児（主に３～５歳の園）：リーダー資格（園所長に求められる資格）：専門（高校卒業後の専門学校や中等教育
レベルの養成）：養成（園所長になるための養成講座等）：研修（リーダー研修）：管理（管理職経験）：在職（保育に関する在職経験）：保育
経験（経験年数あるいは年数を特定しない経験の有無）
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K-12（幼稚園５歳児から高校３年生まで）の校長免
許の代わりにP-12（３歳から高校３年生まで）の免
許を導入し，それに伴って養成機関の認証条件に，３

歳から高校までの全ての学年における能力ベースのイ

ンターン実習が含まれることとなった（Brown, et al., 
2014）150）。こうした改革の背景には，州政府・教員組
合・大学・議員・財団そして幼児教育の学会や協会な

どによる５年間にわたる恊働的な努力があり，その結

果として実施されたリーダー養成は，これまでの内

容に単に幼児教育を付け足したのではなく，真の意

味で統合されたものであるといわれている（Szekely, 
2013）151）。このような研修が必要とされてきたのは，
５歳からの子どもたちだけを対象に学校のリーダー

シップが形成されてきたところに，３・４歳の子ども

たちが加わることによって，子どもの発達的ニーズに

応える形での新しいリーダーシップを構築しなければ

ならなかったからである。

　他にもリーダー養成についての事例として，ハー

バード大学のPreK-３講座（Harvard PreK-3rd Grade 
Institutes）が挙げられる，４日間のプログラムで行わ
れるこの講座は，小学校長や，０から５歳の幼児教

育・保育施設の園長などの他，普通の教員や指導主

事，教育長といったさまざまな受講生を対象にして

いる。また，全米学校リーダーシップ研究所（NISL）
は，ペンシルベニア州で３日間の幼児教育のリーダー

シップ講座（ECELI）を開講している。こうした大学
や研究機関の主催する研修の他，コネチカット・デ

ラウェア・メリーランド・マサチューセッツ・ニュー

ジャージー・ノースカロライナ・ワシントンなどの各

州が主催してリーダー研修が行われている（Brown, et 
al., 2014）152）。こうした研修では，リーダーの自己効
力感やマネージメントスキルの向上，教職員の研修を

推進する力の向上などの効果が見られるが（Bella & 
Bloom, 2003）153），以下のような課題も挙げられている
（Brown, et al., 2014）154）。
・ 研修を効果的にするために，州の重要政策とするこ
と

・ 州や地域のニーズに合わせて研修内容をカスタマイ
ズすること

・ 園の文化と小学校（５歳から３年生）の文化の橋渡
しができるような内容であること

・学校長の研修や免許に幼児教育の内容を含めること

・ 研修を才能の発掘や離職防止に役立てること
・ 実証的データ収集と評価を組み込んで，研修モデル
の成果を見極めること

　アメリカにおけるリーダー研修の試みは，標準テス

トの実施やカリキュラムの標準化の動きに後押しされ

たといえるが，結果として幼児期から小学校への連

携・接続を視野にいれたリーダーシップの育成が目指

されているという意味で参考になる事例だと思われ

る。特に，アメリカにおけるリーダー研修は，園長や

校長のネットワークを構築する作用をもち，学びの共

同体を創りあげるということや，研修をきっかけに大

学院などでの研修や高度な資格の取得のステップとな

ることが目的となっている。リーダー同士の交流や学

問的な探究へ進むことが，全体としてのリーダーの資

質向上に貢献しているといえる。

　以上の事例から，さまざまな傾向が見られた。まず，

スウェーデンなどの北欧諸国は，保育者資格そのもの

が高く設定されていて，改めてリーダーに何かを求め

ているのではないことである。国によっては乳児対象

と幼児対象の条件が違っている場合があるが，その際

には乳児の方の資格要件が一般的に低い傾向が見られ

る。その場合は，さらに学校教育と幼児教育・保育と

の間に階層的な差が存在することが考えられる。一方

で，リーダーになる際には養成・研修の必要があると

考えられていることも，各国の政策から見ることがで

きる。養成・研修の内容については，理論と実践とが

統合された形が望ましいことも見てとれる。アメリカ

におけるリーダーシップ研修の動機は，前述したよう

に標準化の動きがもととなっているが，子どもの学び

の保障という点に着目した結果，校園種を超えた連携

が生まれてきている。いずれにしても，保育の質の向

上，連続した学びの保障という点からリーダーシップ

を問い直すことが求められているといえよう。

Ⅴ 　学校教育におけるリーダーシップ研究の展開から
の示唆

以上，保育のリーダーシップ研究の動向を各節にお

いて保育の質との関連を中心に据えて捉えてきた。最

初に述べたように，保育分野のリーダーシップ研究

は，学校教育分野でのリーダーシップ研究の理論や着

想，研究方法に学びながら，保育独自の文脈に即して

展開した部分が大きい。知識基盤社会においては，状

況に応じて変革していくリーダーシップが問われてい

る。そこでは，組織内および組織外との関連でその

ダイナミズムをどのように捉えて研究していくのか，

リーダーシップはどのように生成変容し，それがどの
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ように実践を変え組織内の関係性を変えるかのシステ

ムやプロセス，メカニズム，そのモデル化が議論され

てきている。

Ａ　学校教育リーダーシップ論の展開

学校教育リーダーシップ研究の中でも，教育実践

の改革，また社会変革との関連を論じ，国際的にも

当該領域の理論と実践の改革をリードしてきたのが

Michael FullanとAndy Hargreavesである。
Fullan（2013）155）は，学校教育のリーダ一シップ研
究の変遷について，1970年代から今日までを俯瞰し，
教育リーダーシップ研究は３相（時期）に分けられる

と述べている。それら３期は各々に「リーダーシップ

を理論化する，リーダーシップを理解する，そして

リーダーシップの行為や実践を捉える」時期であった

としている。1960年代には，リーダーは何をすべきか
という規範的面に焦点が当てられリーダー論が論じら

れた。しかし，1970年代になると，リーダーの失敗
例などの実例に目が向けられ，教育の変革を導く実践

を理解していくためには，リーダーは何ができるのか

に注意が向けられるようになったと述べている。ただ

し，この時期には，リーダーシップを向上させるには，

具体的に何をすべきかに関する洞察は，まだ十分には

得られていなかった点を指摘している。そして，1970
年から80年代の第二の時期には，リーダーは実践の中
でどのようであるかを理解しようとする実証研究や事

例研究がなされてきた。そして教育のリーダーたちが

日々の仕事に追いつき対処するマネージメントに精一

杯になり，教育実践の向上という教育機関で最も重要

な側面が置き去りにされ日々の仕事をこなすだけにな

る問題状況を捉え，その状況の中で効果的なリーダー

の実践とは何かが検討されてきた時代としている。そ

して，1980年代から90年代には，少数の例外的な事例
であっても，教育改革に成功した個々の学校の実例を

調査記述するようになってきた。そこでは，リーダー

個人の行為ではなく，学校のシステム全体の改革に目

が向けられ，組織全体のリーダーシップが考えられる

ようになってきた。そして個々の学校や学区の成功例

を論じるにとどまらず，学校教育システム全体のイノ

ベーションを俯瞰して捉えることが大事にされてきた

としている。

さらに第三期の2000年代になってからは，リーダー
シップにおいて，システム全体の向上のためにどのよ

うにして他のリーダーシップを生成できるのか，つま

りリーダーはどのようにして学校内の他の成員のリー

ダーシップを育成できるかという視点から議論がされ

るようになってきたと論じている。この時期になって

初めて，教育改革の実践と教育リーダーシップの理論

が統合されるようになってきたという。特定の学校や

学区という小規模なリーダーシップに基づく変革の成

功例から，さらにはより大規模スケールアップが図ら

れてきた。研究者が地域や学校間ネットワークの形成

に実際に関与し，その国や州などの政策にも寄与しな

がら，学校教育改革の行動とリーダーシップの関係を

問うようになっている。つまり，「Ⅱ　保育における

リーダーシップ理論の変遷」でも述べられているよう

に，個々人のリーダーのあるべき論から実際の個々の

学校組織のリーダーシップの事例へと研究関心の移行

がある。またそこから実際の学校単体での成功にとど

まらず，学校間や地域のネットワークでの成功，そし

て政策のあり方とリーダーシップの関連へと着目する

課題が変化拡大してきている。その意味では，個別の

学校のリーダーシップを学校の内側だけで論じる視点

から，学校の外側の力動との関連で考える水準へと展

開してきている。またそれは，研究者が質問紙や調査

研究を行いリーダーシップの事例や条件記述を行う

に留まる方法ではなく，ネットワークを形成しつつ，

リーダーの人材育成をしながら研究をするというスタ

イルを生み出してきている。Fullan（2014）156）は教育
のリーダーシップ研究は，教育実践改革の事実が理論

を牽引するのであり，理論を実践に入れて牽引するの

ではないことを指摘している。そして彼自身もNPDL
（New Pedagogy for Deep Learning）を10か国にわたる
教師のスクール・ネットワークを形成し，そこで学校

改革を試みながらリーダーシップの論を展開すること

を行ってきている。

Ｂ　分散化されたリーダーシップのダイナミズムの解明

　組織としてのリーダーシップのあり方を考えること

に関連して，Hargreaves & Fullan（2012）157）は，「専門
家資本」という概念を提案し，３つの資本に注目する。

それは「人的資本（教師個々人の資質：資質，知識，

心構え，スキル，情動的知性）」，「社会関係資本（集

団の質：信頼，協働，集団的責任，互恵性，専門家ネッ

トワーク）」，そして「意思決定資本（専門家の判断の

質：判断，事例，実践，挑戦と拡張，伸長）」の３種

の資本である。組織内での教育や実践の変革を考える

際に，特定のタスクフォース（機動部隊）のリーダー

シップを捉えるのではなく，また人的資本という個人

の資質のみを捉えるのではなく，３資本の流れを考え
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る。使わない通貨がたくさん淀んであっても経済が活

性化しない，有能な人材がいても仕事がうまく流れな

ければ効果が上がらないのと同様に，専門家資本を流

通させるダイナミズムが専門家を育て組織の深い変化

をもたらすとしている。意思決定資本と呼ばれる判断

行為が個人資本や社会関係資本を生み出す。この関連

性を問うという見方である。

　またⅡ節で述べられたように，分散型リーダーシッ

プの概念を提唱したSpillane（2015）158）も，リーダーと
フォロワーの関係性のみに着目するのではなく，集団

関係とそこでの状況的な要因に目を向ける。管理職や

専門家，教師，保護者，生徒間の相互作用の状況要因

として，組織内のツールやルーティン，構造，ルール

のあり方を解明する状況論的枠組みで，組織運営単位

（ユニット）と教育実践が行われる教育単位の関連を

捉えるモデルを提示している。一連の実証研究におい

ては，管理職が具体的にどのような業務にどれだけの

時間を使っているかという学校ルーティンのあり方の

分析（Spillane et al, 2011）159）や組織内でのコミュニケー
ションをソーシャルネットワーク理論を用いて解析す

る（Spillane, 2010）160）など，校内で具体的に生じている
行動レベルで観察可能な相互作用のあり方から，リー

ダーシップのあり方と実践の関係，組織改革に伴いそ

れら状況要因の変化が関係の変化に及ぼす影響を示し

ていくことで，リーダーシップ形成や変革の力動のプ

ロセスに迫ろうとしている。

　これらの動きは，特定時点のリーダーシップの記述

やその類型化，リーダーシップに関わる特定の変数と

他変数の関係という静的な記述を越えて，組織内リー

ダーシップの力動が生じるプロセスの要因や変化のメ

カニズムに実証的に迫ろうとする研究アプローチを

とっていると言えよう，

Ｃ　リーダーシップのジレンマとミドルからの変革

　組織のリーダーシップを望ましいあり方や特定の影

響要因との関連からのみ見るのではなく，Ｂで述べた

ように状況によるダイナミズムやプロセスの解明，そ

してそこで生じる緊張関係とリーダーシップのあり方

に注目することも問われてきている。　

Fullan（2014）161）は，カナダやアメリカ，英国など
の事例に目を向け，政府の大綱化や校長権限の増大の

中で優れた校長の条件として，あらゆる教師と生徒の

学びの変革に従事するための条件を，実際に自身が関

与した学区校長やネットワークの例から挙げている。

第一は，校長自身が学び続ける「学び手」であるこ

とである。学びのリーダーは，特定の内容を学習する

だけではなく，専門家が学ぶとはどんなことをいうの

か，その模範を自ら示すことができるとともに，生徒

や教師全員が継続的に学び続けていける条件を整備で

きること，現在および将来のリーダーを育てていける

メンターとなれることを要件としている。校長が特定

の教師個々人に関わって指導するのではなく，集団と

して学び続けていける組織への改善が必要である。ま

た第二は，「システムプレーヤー」という考え方であ

る。学校を学ぶ組織にするためには，学校内だけでは

なく，自校を越えて学ぶことができること，つまり学

校間のネットワークから学ぶなど，学校内部を改善す

るためには，学校内だけではなく外に目を向け，新た

な知識をそこに導入しイノベーションを図っていくこ

とが出来ることである。つまり専門家資本や状況要因

に働きかけるリーダーシップを問うている。

そして第三には，変革をリードしていくスキル，ポ

ジティブで前向きな動きを起こさせることのできるタ

イプのリーダーシップ，「変革のエージェント（主体），

モーションリーダー」となり，教師や生徒個人だけで

はなく，学級や学校の組織，教育システムを変えてい

くことの必要性を説いている。そこで大事なこととし

て，変革のためなら何でもやる（微視型マネージメン

ト）のではなく，変革のインパクトを最大限にできる

のは何かを思慮深く判断をして的確な行動を起こすこ

との大切さを指摘している。教師たちが本業に打ち込

むのに集中を妨げる要因に対処することが大事にな

る。そのためにはマネージメントの技能が基本となり

不可欠と述べている。本稿Ⅱにおいても示されている

ように，リーダーシップとマネージメントを区別する

理論や研究は数多く行われてきた。しかし実践をとら

えそこからの改革を捉えるならば，マネージメントと

リーダーシップは両輪であり，マネージメントが上手

くできることがリーダーシップにつながることを具体

的に示している。リーダーが用いる誤った牽引力とし

て「アカウンタビリテイ，個人主義的な解決法（孤独

な専門職），テクノロジー，断片化された諸方略」を

挙げる一方，正しい牽引力として「能力の育成，共同

的努力，ペダゴジー（教授法），システムとしての統

合性」を大事にすることを対比的に指摘している。学

びが専門家の仕事となるように学校および学校組織風

土を変革すること，そのためには，リーダーが一人で

何もかもやりすぎず，教師たちがグループとして総動

員され，具体的，集中的，持続的な方法で生徒の学び

に働きかける大切さを事例を通して述べている。
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さらにこの要件を発展させることによって，Fullan
（2016）162）は，リーダーシップについて教育の場にお
いて生じやすいジレンマや緊張関係を挙げ，そこから

リーダーシップのダイナミズムを検討しようとしてい

る。社会自体が急速にさまざまな変化が生じる現代に

おいては，表面的な変化にとらわれるのではなく，根

本的な変化が何であるかを意識する「深いリーダー

シップ（deep leadership）」の必要性を指摘する。そし
て21世紀に求められる子どもたちの「深い学び（deep 
learning）」を学校に保障するという学校教育の本質的
機能とリーダーシップの関連性を考えることの必要性

を述べている。

第一のジレンマは，リーダーは厳然たるリーダー

シップとして組織へのアイデンティティや情熱，活動

への意味を有することがもとめられる。しかしまた

一方で，リーダーシップには，人々が新たな経験を

し，その活動に対し意味を見つけられるよう援助す

ることを通して，相手に希望を与え，励まして情動

的・精神的に深く関与するようにし組織を向上させ

る（uplifting）リーダーシップも求められる。この両
者のバランスは拮抗する。また指導法や学校文化には

強いレガシーがあり変化への抵抗が生じるために，こ

のレガシーを越えたイノベーションのためには，リー

ダーが持つリーダーシップと周りの人を新たなリー

ダーにしていくリーダーシップの２つのリーダーシッ

プをいかに統合するかという問題がある。この第一の

緊張関係の上に，残り５つのジレンマがあるとする。

第二のジレンマは，変化する内容のみならず変化のプ

ロセスもリーダーが理解することの大切さである。新

たなことへの変化に対して生じる抵抗こそが，最初に

はリーダー一人しかわからなかった活動の意味を，終

わりには皆でわかるようになっていく変化のプロセス

において重要である。その変化のためには，当該領域

について知識を最も持っている人がリーダーである必

要はなく，組織にとって変化すべき内容と変化の過程

を知ることが求められるという点である。また第三に

は，リーダーはリードしながらも共に学び続ける一方

で，他者を援助しその道を同行することのジレンマで

ある。そのために「試行しながら意味づけるサイクル

を生みだし，一緒に学びながら，リーダーは教えるの

ではなく聴き，学び，質問をすることで，フォロワー

が何が課題かをとらえ，その課題をより精選し明瞭に

してフィードバックを与え，インパクトに焦点をあて

ながら行動する」というリーダーシップが必要とな

る。組織として深く学ぶためには，その人々の織り成

す緊張関係の中で常に進行し続け現状にとどまらない

ことが重要である。そして第四には，教育の改革は校

長や教師のリーダーシップによるのではなく，生徒を

変革の主体（エージェント）としてみなすこと，生徒

が教師の授業を変え，学校の組織を変え，社会変革の

主体となりうるとする見方である。教師が生徒を変え

るのではなく，生徒もまた教師を変えるという互恵的

関係が生まれることが変革のために必要である。しか

し，その見方がリーダーシップのジレンマを生む。そ

して第五には，組織変革はトップダウンでもボトム

アップでもなく，真ん中（middle）からのリーダーシッ
プすなわち，ミドル層のリーダーシップが組織凝集性

を高めるという視座である。これは学校の変革におい

ても，個別の学校の組織の内側からボトムアップに

よって変わるだけでも，また行政や管理職によるトッ

プダウンでも学校は持続的には変化しない。学校間の

ネットワークのような中間層，ミドルからのリーダー

シップこそが変革の中心となるリーダーシップである

という指摘である。この着想はHargreaves & Ainscow
（2015）163）から生まれている。そして第六には，変革
において本当に必須の要件と必須でない要件をみわけ

ることが必要である。最初の段階ではリーダーシップ

に必要とされた要件が時間とともに必要のない要件に

なっていく時に，持続可能なリーダーシップは生まれ

るというパラドックスがある。

　このように学校教育のリーダーシップ研究は，現代

の時代状況や政策との関連を捉えつつ，組織リーダー

シップの変革プロセスのメカニズムに関わる促進と阻

害要因やそこにおけるジレンマに焦点を当て解明をし

ようとしてきている。

Ⅵ　今後の課題

　以上，本論文では，保育におけるリーダーシップ研

究について，保育の質との関連からレビューを行って

きた。まずそこでは，リーダーシップの捉え方自体が

時代と共に変化してきていること，そして保育の質の

さまざまな要因とリーダーシップの関連性が実証的に

明らかにされてきていること，また政策によってリー

ダーの育成に違いがあることを明らかにしてきた。し

かしまだそこからわが国の研究を考えていくために

は，数多くの課題がある。

　その主な点を挙げるならば，第一に，日本での当該

分野の実証的研究は極めて少ない。またそれらの理論

ベースとなるリーダーシップ観や理論は，園長や主任
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というリーダー個人の資質や資格要件，業務に関わる

論が多い。組織における分散型リーダーシップという

発想の中で問われてきている研究はさらに少ない。ミ

ドルからのリーダーシップによる変革ということを考

えるならば，園におけるミドルリーダーとは何をする

人かが問われなければならないだろう。また園組織に

おけるリーダーシップは園内部のリーダーシップの問

題として捉えられがちである。しかしリーダーは組織

内外の接面（インターフェース）であり，外側とつな

がってこそ内なる変革が可能となる。また行政レベル

でも保育制度の中において，ボトムアップとしての園

からの改革とトップとしての国や自治体からの改革と

いうリーダーシップの議論のみではなく，その中間

層，ミドルにある自治体内での保育ネットワークから

のリーダーシップ変革が理論的に問われる時代になっ

てきているだろう。保育におけるリーダーシップにつ

いて，日本の園組織や制度のありようの独自性との関

連で捉える実証研究が今後一層求められる。

本論文では，保育の質との関連でリーダーシップを

考えるという視点を提示している。しかし，その保育

の質に関しては，構造の質に関する最低基準において

は一定の共通基準を挙げることはできる。しかしより

よい質を求めていく時には，文化的な価値によってそ

のありようは異なっている。その一方で，グローバル

化する社会のなかで，これからの社会を担う子どもた

ちの資質の育成を保障する実践を考えた保育の質も求

められる。保育の質を向上させるとはどのようなこと

を日本では、また各地域各園では意味し，日本の園の

中ではそのためにいかなるリーダーシップのありよう

が求められるのかが，「インプットとしての政策や国

の方針、カリキュラム、具体的な実践－アウトプット

－アウトカム」との関連で問われなければならない。

しかも日本の保育は施設類型などによって多様化して

きている。その多様性の中で，重要な分岐点を決める

要因の同定が検討されなければならない。また一方で

その各類型や状況に即したリーダーシップとはどのよ

うであるのかが解明されなければならないだろう。

また，保育におけるリーダーシップの形成や変容と

いう中長期的時間軸を持った研究が必要であり，その

プロセスと園の専門家資本や業務のあり方の変容との

関係を問うことが必要である。それらは相互的な関係

にある。ある成功した園事例の記述研究のみならず，

園内研修や業務分担の変革などの実践活動のアクショ

ンリサーチや介入研究としての変容研究，また自治体

やネットワークでの変革を追う研究が求められるだろ

う。

日本は，保育者が子どもに対して行う実践をめぐる

数多くの研究を行ってきている。しかしその保育者が

チームとなってよりよい保育を行う組織のあり方に関

わる研究や学び続ける保育者を支えるリーダーシップ

を問う研究はこれからの重要課題である。学校教育に

おいては日本の校内研修や授業研究は，Hargreaves & 
Ainscow（2015）189）が紹介しているように，実践の質
をあげる組織リーダーシップ育成の一つのありようと

して国際的にも現在では有名な仕組みとなっている。

グローバル化する社会の中で，伝統的に質の高さを保

持してきた日本の保育の卓越性を園リーダーシップと

いう観点からとらえ，そのダイナミズムやプロセスを

解明していく研究がこれからさらにもとめられてい

る。

＜付記＞

本論文は，協働で検討を行った論文である。Ⅰ，Ⅴ，

Ⅵは秋田，Ⅱは淀川，Ⅲは佐川，Ⅳは鈴木が責任者と

して分担執筆を行った。
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